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告 示

�愛媛県告示第４１６号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、令和４年３月３０日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４１７号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４１８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に鬼北町役場において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

くすりのレデイ鬼北店・ファミリーマート鬼北永野店

北宇和郡鬼北町永野市３６１番地１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社フジ

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

１ 愛媛県自動車販売
整備組合
理事長
松田 卓恵

１ 代表者氏名
松田 卓恵

１ 代表者氏名
岡 豊

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

村上記念病院 西条市大町７３９番地 社会医療法人社
団更生会

令和７年
４月１２日
まで

毎週（火・金）曜日発行 第２９９号 令和４年４月１５日

令和４年４月１５日金曜日 第２９９号
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松山市宮西一丁目２番１号

代表取締役 尾� 英雄

株式会社ファミリーマート

東京都港区芝浦三丁目１番２１号

代表取締役 細見 研介

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社レデイ薬局

松山市南江戸四丁目３番３７号

代表取締役 白石 明生

有限会社トウヤマ

宇和島市和霊東町三丁目８番１６号

代表取締役 渡邊 誠

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和４年１１月１５日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，３４４平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

５７台

イ 駐輪場の収容台数

１８台

ウ 荷さばき施設の面積

２０７平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１６．７立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

株式会社レデイ薬局

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

有限会社トウヤマ

２４時間

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

４箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

荷さばき施設１ 午前６時から午後１０時まで

荷さばき施設２ ２４時間

２ 届出年月日

令和４年４月１日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに鬼北町役場において告示の日から１月間縦

覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第４１９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

宇和島市吉田町立間地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、

同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写

しを縦覧に供する。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業、農業用用排水施設整備事業、

農業用道路整備事業・立間地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

令和４年４月１８日から５月１９日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所吉田支所

�������
�愛媛県告示第４２０号
保安林の指定の解除（令和３年１０月愛媛県告示第１２４８号）は、廃

止する。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４２１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除に係る保安林の所在場所

八幡浜市保内町宮内８番耕地３１９の２１

� 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

� 解除の理由

道路用地とするため

２� 解除に係る保安林の所在場所

八幡浜市保内町宮内８番耕地３１９の２１

� 保安林として指定された目的

公衆の保健

� 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第４２２号
保安林の指定（令和２年１２月愛媛県告示第１３３４号）に係る通知の

相手方の所在が不分明であるので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）

第１８９条の規定により、その通知の内容を松山市役所の掲示場に掲

示するとともに、次のとおりその要旨を告示する。



愛 媛 県 報令和４年４月１５日 第２９９号

３８６

��������������
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令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所及び所在が不分明である通知の相手方

保安林の所在場所 所在が不分明である通知の
相手方 備 考

松山市上怒和乙５１
松山市上怒和甲４８５

山 本 松 利
森林所有者

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

松山市上怒和乙５１（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松山市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４２４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和４年４月１５日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和４年４月５日

３ 指定道路の位置

四国中央市具定町字山田６６番１の一部及び６７番１の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３４．７５メートル

� 幅員 ５．１５メートル

�������
�愛媛県告示第４２６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和４年４月１５日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和４年４月７日

３ 指定道路の位置

�愛媛県告示第４２３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４２５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２９）第９５８５号 平成２９年
８月１１日 �谷口工業所 谷口 泰子 今治市延喜甲３０３－８ 令和４年

２月１６日
土木工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業

建設業の廃止

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－１）第２６６９号 令和２年
１月３１日 �福崎組 福� 太郎 松山市大可賀２－３－１７ 令和４年

３月３日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（特－３）第１１０７号 令和３年
１０月３日 �大野土建 大野 辰昭 松山市窪野町２１３９ 令和４年

３月１１日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－３）第１８６６２号 令和３年
６月１８日 �光建開発 板坂 円香 松山市正円寺３－５－５０ 令和４年

３月１４日
石工事業、鋼構造物工事業
水道施設工事業
解体工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２）第１５７９８号 令和２年
８月２６日 �恵比寿 清水 大善 松山市山西町５４３－５ 令和４年

３月１６日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２９）第１３７００号 平成２９年
５月１２日 �テクノアイ 井関 洋介 松山市谷町甲１８４－５ 令和４年

３月１７日
屋根工事業、防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業、建具工事業

建設業の廃止
（一部）
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３８７

公 告

八幡浜市保内町宮内１番耕地６５番の一部、１番耕地７７番６

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３２．１４メートル

� 幅員 ４．２５メートル

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年４月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県視聴覚福祉センターエレベーター設備修繕

� 委託業務名及び数量

愛媛県視聴覚福祉センターエレベーター設備修繕 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

契約締結の日から令和５年３月２４日まで

� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記

載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、か

つ、「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に

該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 国及び地方公共団体等と種類及び規模が同程度の契約を数回

以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した

者であること。

� 株式会社日立製作所製のエレベーター設備を修繕できる者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課障がい施設係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２４２１

� 入札書の受領期限

持参の場合は、令和４年５月２７日（金）午前１１時００分

郵送等（書留若しくは簡易書留又は信書便でこれらに準ずる

ものに限る。）による場合は、令和４年５月２６日（木）午後５

時１５分までに必着のこと。

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和４年５月２７日（金）午前１１時００分

愛媛県庁第二別館１階 保健福祉部会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書を知事に提出し、入札参加資格の確認を受けなければな

らない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 入札参加資格確認申請書の受付期間

公告の日から令和４年５月１６日（月）午後５時１５分までの

執務時間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条

例第３号）第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前

８時３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 入札参加資格確認申請書の受付場所

３�に掲げる場所
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Repair

of the elevator at Center For Visually and Hearing

Impaired，１ set

� Time limit of tender：１１：００ a．m．，２７May２０２２

� For further information，please contact： Facilities For

Disabled Persons Section，Disabled Persons Welfare

Division，Lifelong Support Promotion Subdepartment，Health

and Welfare Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel：０８９―９１２―２４２１
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教育委員会告示

選挙管理委員会告示
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�愛媛県教育委員会告示第２号
愛媛県文化財保護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）第１１条第３項の規定に基づき、次のとおり愛媛県指定有形文化財の指定は、効力を

失った。

令和４年４月１５日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

指定の効力を失った有形文化財

名 称 所 在 地 所 有 者 員 数 参 考

木造金剛力士像 松山市石手二丁目 宗教法人石手寺 ２� 昭和４０年４月２日指定

�愛媛県選挙管理委員会告示第１７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項（同法第６条の３の規定によりその例によることとされる場合を含む。）の規定

により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

令和４年４月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

橋本だいき後援会 橋 本 大 樹 横 田 耕 一 今治市波方町郷甲１３７５－３ 令和４年３月４日

日本弁護士政治連盟愛媛支部 矢 野 真 之 高 橋 直 人 松山市三番町四丁目８－８ 令和４年３月２２日

政治団体井樹連盟郷土塾 日 野 伸 一 野 村 祐 樹 西条市野々市１３８ 令和４年３月３０日

�愛媛県選挙管理委員会告示第１８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

令和４年４月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ 政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

自由民主党愛媛県西条市
第四支部 黒 川 理恵子 会 計 責 任 者 黒 川 理恵子 近 藤 徹 雄 令和３年１１月１日

自由民主党愛媛県支部連
合会 三 宅 浩 正 代 表 者 三 宅 浩 正 渡 部 浩 令和４年３月２６日

会 計 責 任 者 戒 能 潤之介 明 比 昭 治

２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

松徳けんじ後援会 原 田 浩 代 表 者 原 田 浩 亀 岡 玄 良 令和３年７月３日

愛媛県商工連盟連合会西
条支部 星 加 隆 夫 会 計 責 任 者 今 岡 正 士 山 内 章 正 令和３年９月１６日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第１９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

令和４年４月１５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

日本薬業政治連盟愛媛県
支部 阪 本 正 夫 代 表 者 阪 本 正 夫 藤 田 皓 二 令和４年３月１日

近藤つかさ後援会 近 藤 隆 会 計 責 任 者 近 藤 好 子 近 藤 三重子 令和４年３月３日

政治結社志國紫電改 岩 城 誠太郎 会 計 責 任 者 佐 藤 葵 高 橋 辰 彰 令和４年３月１５日

岡雄也後援会 戒 田 平 人 主たる事務所の所在地 松山市桑原三丁目６－１９ 松山市桑原七丁目１－３６ 令和４年３月２３日

会 計 責 任 者 野 本 栄 喜 藤 田 恵

�愛媛県選挙管理委員会告示第２０号
次の政治団体は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第２項の規定により、令和４年４月１日以後、政治活動（選挙運動を

含む。）のために寄附を受け、又は支出をすることができない団体となったので、同条第３項の規定に基づき告示する。

令和４年４月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

市民がつくる政治の会愛媛支部 若 林 香菜子 令和３年１１月２８日

未 来 を 考 え る 会 渡 辺 健 三 令和４年２月２８日

押 田 憲 一 後 援 会 上 野 昭 彦 令和４年３月２５日

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地
代 表 者 会 計 責 任 者

宇都宮明宏後援会 伊 藤 正 徳 水 口 頼 男 西予市宇和町明石１８８５－２

かねとう一司後援会 兼 頭 一 司 兼 頭 薫 西条市丹原町北野７２３

白石けんさく後援会 横 川 義 隆 白 石 六 男 松山市中村一丁目３－１８

神野きょうた後援会 神 野 恭 多 加 藤 洋 司 新居浜市大生院５８３－２

ふじおかひろたか後援会 藤 岡 裕 高 藤 岡 裕 高 今治市新谷甲１４６４－２３

令和４年４月１５日 発行


